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横浜市の再生可能エネルギー（再エネ）の特徴
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電力

推計

消費量

約190億kWh
市内再エネ
発電量

約１割

約９割不足分

※環境省の試算

• 横浜市は2050年までに脱炭素を目指している
→太陽光発電や風力発電など、CO2を排出しない電力（再生可能エネルギー）が必要

• 横浜市全体の電力消費量に対し、市内で発電できる再エネの量は１割
→残りの９割は、市外から調達しないと脱炭素化できない

市外から
持続可能な形で
再エネの調達が必要

↓

再エネ資源を豊富に有する
地域と広域連携を推進



再エネ広域連携の取組（令和元年～）

再エネ資源を豊富に有する１７の自治体と

「地域循環共生圏」の考え方に基づき、連携協定を締結
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＜連携項目＞

・再エネの創出・導入・利用拡大に関すること

・脱炭素化の推進を通じた住民・地域企業主体の相互の地域活力の創出
・再エネ及び地域循環共生圏の構築に係る国等への施策提言に関すること

再エネ連携自治体

・青森県横浜町

・岩手県県北広域振興局対象自治体等 （久慈市、二戸市、葛巻町、普代村、

軽米町、 野田村、九戸村、洋野町、一戸町）

・秋田県八峰町・大潟村・湯沢市

・福島県会津若松市・郡山市・いわき市

・茨城県神栖市



再エネ広域連携の推進イメージ
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【横浜市】
再エネ利用拡大

【連携自治体】

地域活性化
再エネの利用が増えることで、

発電所立地自治体が活性化

【連携自治体】

新たな発電所の設置

【連携自治体】

再エネ供給量の増加
地域裨益型

再エネによる

好循環
再エネの利用が増えることで、

発電所立地自治体が活性化

地域活性化を生む新規再エネ

開発が促進する

発電量が増加し、地産地消後

の地域外の供給量が増加

連携自治体由来の地域裨益

型の再エネの導入拡大



＜参考＞脱炭素先行地域みなとみらい２１地区
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• 国が2030年までに脱炭素を
達成する100の地域を脱炭素
先行地域として認定

• みなとみらい２１地区は
先行地域に2022年4月に選定

• 都市における脱炭素モデル
として広域連携の取組に
国からも期待



＜参考＞連携自治体再エネ活用の事例：e.CYCLE

・株式会社まち未来製作所が提供する地域裨益型の再エネ電力融通の仕組み

・利益の一部を地域活性化資金として発電所立地地域に還元（FIT電源も参加可）
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＜参考＞地域活性化資金とは

地域活性化資金：再エネ発電所立地地域に投資・融資・寄付等で還元
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・まち未来製作所の手数料の約50％（0.15円／kWh）

・地域特性による課題や、未来に向けたチャレンジのために利活用

・用途は発電所立地地域の行政やローカルパートナーと協議、利活用方針を策定

・横浜市の需要家と連携自治体間でこれまで1,000万円を超える資金を創出

電気自動車の導入
転入親子・子育てはじめて親子

ウェルカムバスツアー

＜地域活性化原資利活用の事例＞



地域活性化に関するこれまでの取組

・連携自治体と横浜市の交流を深めることで、地域活性化に寄与

連携自治体：旅行客・関係人口の増加、物産の売り上げ増加

横浜市：市民の再エネに関する理解・導入の促進

・物産展やイベント等、様々な取組を実施

■いわて洋野・久慈と横浜の絆フェス
in横浜・八景島シーパラダイス

■連携自治体の環境価値を活用したライトアップイベント■市庁舎で開催した交流物産展
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横浜市の再エネ利用拡大には、供給側（連携自治体）及び需要側（市民、市内企業）そ
れぞれの取組が必要

供給側：再エネ施設の新設による供給量の拡大

需要側：市民、企業の再エネ導入量の拡大

再エネツアーの実施により供給／需要側のそれぞれの課題解決をはかっていく

供給側：再エネをきっかけとした交流人口の拡大を契機に、再エネは地域の資源と
地域が認識し、新たな設備開発についての地域受容を喚起

需要側：参加障壁の低い再エネツアーへの参加を促すことで、市民、市内企業の
再エネ施設への理解を高め、さらには再エネの購入需要を喚起
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ツアーによる再エネ促進の好循環モデルの構築

課

題

検
討
の

方
向
性



これまでの取組（法人）：神栖市再エネ発電所見学

目的 ：連携自治体の地域間連携、再エネ切替のきっかけ作り

開催時期：2025年2月20日（日帰り）

参加企業：横浜市内事業者20名（11社）

主な行程：・ウィンド・パワーかみす第1 洋上風力発電所見学

・洋上風力発電の保守のためのトレーニング施設

・農とエネルギーを考えるピーマンハウス見学・収穫体験

実施方法：横浜市が企画、当日の運営は事業者へ委託
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＜参考＞神栖市再エネ発電所見学ツアー参加者アンケート
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分類 事業所数

切替え済み（100％再エネ利用） 2

一部切替え済み（一部再エネ利用） 6

切替え予定 3

切替えない・未定 0

〇ツアー参加による再エネ利用に関する考えの変化

回答 回答数 自由記入欄

再エネ利用に対して肯定的になった 9

特段変化はない 10
元々カーボンニュートラル100%目指している。
元々再エネ利用を主張している。

その他 1
再エネ利用に否定的になったわけではないが、風車１機がCGS１台相当と
思うと、化石燃料効率の良さ感じた。

再エネ利用に対して否定的になった 0

〇今後の自社の事業活動に役立ちそうですか

回答 回答数

役立つ 19

役立たない 1

参加者の声（自由記述）

• 再エネ推進と地方や郊外への理解はセットなんだな、と思いまし
た。現地の想いを直に聞くことが出来たことも良かったです。

• エネルギーに関する知見を自身で深めようとしてもなかなか難し
く、本日のような生の声が聞ける機会は今後もあれば参加したく
思います。

• 今後も視察・見学の企画を継続していただけると大変有難いです。

〇再エネの切替え状況



＜参考＞市内企業の再エネ導入等の状況

• 再生可能エネルギー由来の電気を契約していると回答した市内企業は６％と低水準

• 脱炭素に関する社内研修を実施している企業は17％にとどまる一方、検討中・関心はある
が取り組む予定はないと回答した企業は61％であり、関心の高さが伺える
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出典：横浜市温暖化対策統括本部（当時）令和５年度脱炭素化に関する意識調査より
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目的 ：連携自治体の地域間連携（横浜市）、地方の特産品を通じて地方創生を実現（高校生側）

参加学生：５名～８名（横浜市立南高校）

主な行程：・現地酒造会社（花春酒造）における酒仕込み体験

・空き家リノベーション施設（笹山ハウス）宿泊体験

・地元資源や交流施設の視察

・米の田植え、収穫体験

実施方法：横浜市と地元NPO法人、企業等で企画、運営

これまでの取組（学生）：会津若松市における取組



＜参考＞市民の再エネ導入等の状況

• 環境に配慮した電力会社を選んで契約すると回答した市民は23.9％にとどまる

• 環境活動や環境活動団体への参加について、「参加した」「以前は参加していた」「参加
したことはないが今後機会があれば参加したい」という回答は66％あり、環境に関する活
動への参加意欲がうかがえる

13環境に配慮した電力会社を選んで契約する

中 略

出典：横浜市みどり環境局 環境に関する市民意識調査
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絶え間なく社会が急速に変化する時代に対応する、学習や人材育成が求められている。

旅行においても普段生活した地域から離れて、地域課題に向き合う学習型ツアーのニーズが高まっている

＜課題解決型学習の例＞

・教育現場：探究による生徒の学習“探究型学習”

・企業人材育成：組織外で社会課題解決に向き合う“越境学習”

＜参考＞課題解決型学習旅行ニーズの高まり

出典：経済産業省「越境学習をイノベーション創出につなげるためにー越境学習グッドプラクティスー」より 出典：文部科学省「学習指導要領 解説」より
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• 旅行の醍醐味である非日常の体験を通じて、自然環境やインフラの大切さを学ぶツアーについて、国も
事業として推進している。

環境省：エコツーリズム 国土交通省：インフラツーリズム

• 再エネツアーは、地球温暖化を防ぎ設置にあたり地域環境と共生するという目的で「エコツーリズム」要素と、
巨大な建造物であったり普段は入れない現場という「インフラツーリズム」要素を持っているのではないか

• （リニューアブル）「エネルギーツーリズム」として独自の魅力の発信が可能と思料

＜参考＞“エネルギーツーリズム”の可能性

出典：国土交通省インフラツーリズムポータルページ出典：環境省エコツーリズムポータルページ



観光地だけでなく、地域を深く学ぶ旅行による旅行者・地域住民双方の好循環の構築が注目されている

旅行者：非日常の体験や住民との相互交流により、新たな地域の魅力の再発見につながる

地域住民：地域の日常・特徴を見せる事で地域の価値を再認識し、地域の維持・保全につながる

＜参考＞旅行者・地域住民の好循環を生むツアーモデル

出典：観光庁 令和6年9月３日資料
「観光の現状と今後の取組」より



横浜市と連携自治体が連携して再エネツアーを組成することで、旅行者（横浜市民）と連携自治体住民
に双方向の好循環を生み出し、全体として再エネの供給量／需要量が高まるモデルの実現を目指す

旅行者：非日常の体験（地域課題の探究、地域資源の体験）を通じた再エネ理解・導入促進

連携自治体住民：再エネを含む地域資源の再認識を契機とした地域資源の保全・拡大

ツアーによる再エネ促進の好循環モデル

旅行者（横浜市民）

連携自治体住民

旅行・学習で地域を訪問
地域産の再エネ購入意欲の向上

地域の魅力・コンテンツ向上による誘客
再エネ地産地消・域外輸出の増加

地域資源と共にある日常

自然、風景、歴史・文化、料理
農業、漁業などの地域資源

＋

再生可能エネルギー

非日常の体験・感動
相互交流・理解
⇒意識の変化

自らの文化・地域への誇り

再エネの源である郷土の価値の再認識
地域資源が誘客につながることの気づき

↓
新たな再エネ施設の整備の受容

再エネを活用した産業・地域づくりへの意欲

出典：観光庁資料を基に横浜市が作成

ツアーを契機とした
再エネ促進の好循環
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＜参考：横浜市取組ホームページ＞

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/etc/renkei.html

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/etc/saieneitiran.html

再生可能エネルギーに関する連携協定

再エネ普及拡大に向けた公民連携の取組
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